
計 - -

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

ー

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

- - -

―

(32) (47) (26) (                )

単位当たり
コスト

　　　　7,201（円／ｔーCO2） 算出根拠
238,796千円(補助金執行額)÷33,160t-CO2(CO2削減予定量×1０年
（導入する施設の平均耐用年数）)＝7,201円/t-CO2

補助事業実施件数

活動実績

（当初見込
み）

箇所
28 98 72

ー

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

補助事業によるCO２削減量（予定量）

成果実績 t-CO2 3,464 4,019 3,316 ―

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ ー ー

執行率（％） 82% 78% 91%

執行額 313 317 307

計 380 407 339 - -

－ - -

繰越し等 － 67 13 -

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 280 340 326 - -

補正予算 100

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地球温暖化対策地域協議会の活動の一貫として、先進的省エネ機器等の導入を行う住民や事業者を募り、地域で連携して導入を行う取組を
推進するとともに、CO2排出量等の見える化機器を併せて導入することにより、地域住民による自発的な行動を促す。また、家庭でできるエコリ
フォーム技術の向上と、地域における自発的な普及啓発活動の継続・拡大を目指す。（補助率：１／３）

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律第85条第3項第1号ハ、
地球温暖化対策の推進に関する法律第3条第3

項、同法第26条

関係する計画、
通知等

京都議定書目標達成計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

低炭素社会を構築するためには、地域で連携して住宅・オフィス等の温暖化対策を進める必要がある。このため、地球温暖化対策推進法に基
づき事業者や住民をネットワーク化した地域組織である地球温暖化対策地域協議会を活用して、各地域で連携して、家庭・業務部門における
地球温暖化対策技術の先導的導入を進めるとともに、エコリフォームに関する普及啓発を行う。

事業開始・
終了(予定）年度

平成15～22年度 担当課室 地球温暖化対策課 調整官　和田　篤也

会計区分
エネルギー対策特別会計
（エネルギー需給勘定）

施策名 1-2 国内における温室効果ガスの排出抑制

事業番号 ２９７
　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　（ 環境省 )

事業名 地域連携家庭・業務部門温暖化対策導入推進事業 担当部局庁 地球環境局 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

平成２２年度限りで廃止とする

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

平成２２年度行政事業レビュー
　廃止　(地域協議会の設立という点での所期の目的が達成されたこと、及び、国と地方の事業の役割分担に関する議論を踏まえ、廃止。)

対応：
平成２２年度で事業終了

予算監視・効率化チームの所見

廃
止

家庭・業務部門における地球温暖化対策技術の先導的導入を進めるとともに、エコリフォームに関する普及啓発を等、所期の目的
が達成されたため、廃止。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

平成22年度限り

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

環境省

３０７百万円

地域連携家庭・業務部門温暖化対策導入推進事業
【内容】
地球温暖化対策地域協議会の活動の一貫として、先進的省エネ機器等の導入を行う住民
や事業者を募り、地域で連携して導入を行う取組を推進するとともに、CO2排出量等の見え
る化機器を併せて導入することにより、地域住民による自発的な行動を促す。また、家庭で

東北地方環境事務所

３６百万円

【内容】

・ＣＯ2削減のためペレットス
トーブの設置等

関東地方環境事務所

１８百万円

【内容】

・地中熱ヒートポンプシステム
の設置等

北海道地方環境事務所

１９百万円

【内容】

・ＣＯ2削減のため地中熱
ヒートポンプ冷暖房設備の
設置等

Ａ 個人等（１５６件）

１９百万円
Ｂ 個人等（３６８件）

３６百万円

Ｃ 株式会社荻原ボーリング等

（２５件）

１８百万円

補助金補助金補助金

九州地方環境事務所

５５百万円

補助金

Ｇ 沖縄ＣＯ2削減推進協

議会 （１８０件）

５５百万円

【内容】
・高効率空調機導入、無
電極放電ランプ等

中部地方環境事務所

２２百万円

Ｄ 個人等（２１７件）

２２百万円

【内容】

・バイオマス燃料燃焼機
器導入等

補助金

近畿地方環境事務所

５７百万円

Ｅ 大阪府エコ店舗普及推進協

議会（159件）

５７百万円

【内容】

・再生可能エネルギー機器、
省エネ設備導入等

補助金

中国四国地方環境事務所

３２百万円

Ｆ 医療法人医清会老人保健施

設マスカット苑（４９件）

３２百万円

【内容】

・空調設備導入、冷凍庫導入、
バイオマス燃料燃焼（薪ストー

補助金

委託費

Ｈ 財団法人 日本環境

協会（１機関）

６８百万円

平成22年度エコリ
フォーム普及促進事業
【業務内容】
家庭でできるエコリ
フォーム技術の向上と、
地域における自発的な
普及啓発活動の継続・
拡大等



計 0 計 68

その他 諸謝金、会議費、借料損料、消耗品、通信運
搬費

1

消費税 3

一般管理費 3

外注費 地域協議会事業、CO2排出量分析業務 17

雑役務費 ホームページ管理、展示会コンテンツ制作等 19

印刷製本費 エコリフォームマニュアル、パンフ等 2

旅費 6

（各支出先についてはすべて100万円
以下である）

人件費 専務理事代行１名、事務局長３名、課長１名、
主任１名、事務局員１名

17

D. H.　　財団法人　日本環境協会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 20

（各支出先についてはすべて100万円
以下である）

工事費 高効率空調機設置工事 20

C. G.沖縄ＣＯ2削減推進協議会

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 16

（各支出先についてはすべて100万円
以下である）

工事費 空調設備設置工事 16

B. F.医療法人医清会老人保健施設マスカット苑等

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 19

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

工事費 地中熱ヒートポンプ冷暖房設備設置
工事

1 工事費 省エネ設備設置工事 19

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.個人A E.大阪府エコ店舗普及推進協議会

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

個人Ａ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等

3 個人Ｃ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

0.1

10 個人Ｊ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.1

9 個人Ｉ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.1

8 個人Ｈ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.1

7 個人Ｇ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.2

6 個人Ｆ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.2

5 個人Ｅ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.2

4 個人Ｄ ＣＯ2削減のための木質バイオマス燃料燃焼機器の導入 0.2

3 個人Ｃ ＣＯ2削減のための地中熱ヒートポンプ冷暖房設備の導入 1

2 個人Ｂ ＣＯ2削減のための地中熱ヒートポンプ冷暖房設備の導入 1

1 個人Ａ ＣＯ2削減のための地中熱ヒートポンプ冷暖房設備の導入 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 個人Ｂ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

1

4 個人Ｄ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

5 個人Ｅ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

6 個人Ｆ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

7 個人Ｇ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

8 個人Ｈ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

9 個人Ｉ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

10 個人Ｊ ＣＯ2削減のためペレットストーブの設置等 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社荻原ボーリング 地中熱ヒートポンプシステムの導入等 0.9

2 株式会社四季菜 地中熱ヒートポンプシステムの導入等 0.2

3 個人Ａ 地中熱ヒートポンプシステムの導入等 0.2

4 個人Ｂ 太陽光利用照明システムの導入等 0.03

5 櫂設計企画工房株式会社太陽光利用照明システムの導入等 0.03

6 個人Ｃ 太陽光利用照明システムの導入等 0.03

7 個人Ｄ 太陽光利用照明システムの導入等 0.03

8 個人Ｅ 太陽光利用照明システムの導入等 0.03

9 個人Ｆ 太陽光利用照明システムの導入等 0.02

10 個人Ｇ 太陽光利用照明システムの導入等 0.02



D.

E.

F.

G.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

2 個人Ｂ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

3 個人Ｃ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

4 個人Ｄ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

5 個人Ｅ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

6 個人Ｆ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

7 個人Ｇ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

8 個人Ｈ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

9 個人Ｉ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

10 個人Ｊ バイオマス燃料燃焼機器導入等 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
大阪府エコ店舗普及推進
協議会

省エネ設備導入 19

2
大阪府省エネ外食店舗
普及推進協議会

省エネ設備導入 17

3 個人A 0.1

4 個人B 0.1

5 個人C 0.1

6 個人D 0.1

7 個人E 0.1

8 個人F 0.1

9 個人G 0.1

10 個人H 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
医療法人医清会　老人保
健施設マスカット苑

空調設備導入 16

2
社会福祉法人操陽会　白
菊保育園

空調設備導入 4

3
社会福祉法人岡南保育
会　さつき保育園　理事
長　市原　泰彦

空調設備導入 3

4
社会福祉法人クムレ　き
らり水島

空調設備導入 0.9

5
社会福祉法人梅香会　ゆ
りかご保育園　理事長
浅田　真裕

冷凍庫及び空調設備導入 0.6

6
社会福祉法人あおい福
祉会　蓮昌寺保育園

空調設備導入 0.6

7
社会福祉法人稔福祉会
片島保育園　理事長　矢
野　秀典

空調設備導入 0.5

8
社会福祉法人秋穂福祉
会　清心保育園

空調設備導入 0.5

9
社会福祉法人つくし福祉
会　和井田保育園

空調設備導入 0.3

10
社会福祉法人粒栄会　新
田保育園

冷凍庫導入 0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
沖縄CO2削減推進協議
会

高効率空調機導入 20

2
天神西通り「省エネの街
づくり」地域協議会

無電極放電ランプ導入 11

3
桧原地域地球温暖化対
策委員会

無電極放電ランプ導入 7

4
九州薪・木質ペレット活用
協議会

薪ストーブ設置 6



H.

5 九州薪ストーブクラブ 薪ストーブ設置 3

6 九州薪ストーブクラブ 薪ストーブ設置 3

7 九州薪ストーブクラブ 薪ストーブ設置 3

8
九州薪・木質ペレット活用
協議会

薪ストーブ設置 2

9
五ヶ瀬クリーンエネル
ギー協議会

薪ストーブ設置 1

10
春吉校区「省エネの町づ
くり」地域協議会

無電極放電ランプ導入 0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 財団法人　日本環境協会 エコリフォーム普及促進事業 68 随意契約 -


